
 
 

＜論 点＞ 

● 今後、社会全般においてグローバル化、ダウンサイジング化の進展が見込まれ

る中、必要とされる国民の資質は何か？ 
 
●  そのために、教育のあり方はどう変わるべきか？  
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資料２ 



児童生徒数の推移 

1 



学級規模（1学級当たりの児童生徒数）と 
教員一人当たり児童・生徒数との関係 
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小学校の教員採用倍率 
（人） （倍） 
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授業や学習活動の好き嫌い 
小学生 中学生 

4 （出典） 株式会社ベネッセコーポレーション・ベネッセ教育研究開発センター「義務教育に関する意識調査」中間報告書（2005年6月） 
（自記式調査：25校の公立小中学校に通う小4～中3の児童・生徒6,274人が回答） 



習熟度別授業に対する意識 
小学生 中学生 

5 （出典） 株式会社ベネッセコーポレーション・ベネッセ教育研究開発センター「義務教育に関する意識調査」中間報告書（2005年6月） 
（自記式調査：25校の公立小中学校に通う小4～中3の児童・生徒6,274人が回答） 



学校や先生に望むこと 
小学生 中学生 

6 （出典）株式会社ベネッセコーポレーション・ベネッセ教育研究開発センター「義務教育に関する意識調査」中間報告書（2005年6月） 
（自記式調査：25校の公立小中学校に通う小4～中3の児童・生徒6,274人が回答） 



学校に対する総合満足度 

7 
（出典）ベネッセ教育研究開発センター「学校教育に対する保護者の意識調査」2012ダイジェスト（2013年4月） 
 （自記式調査：53校の公立小中学校に通う小2・小5・中2生をもつ保護者6,831人が回答） 



学校の教育や指導に対する期待 

8 
（出典）ベネッセ教育研究開発センター「学校教育に対する保護者の意識調査」2012ダイジェスト（2013年4月） 
 （自記式調査：53校の公立小中学校に通う小2・小5・中2生をもつ保護者6,831人が回答） 



学校に協力したい・してもよいこと 

9 

（％） 

（出典） ベネッセ教育研究開発センター「学校教育に対する保護者の意識調査」2012ダイジェスト（2013年4月） 
 （自記式調査：53校の公立小中学校に通う小2・小5・中2生をもつ保護者6,831人が回答） 



今後の教育改革への賛否 

10 
（出典） ベネッセ教育研究開発センター「学校教育に対する保護者の意識調査」2012ダイジェスト（2013年4月） 
 （自記式調査：53校の公立小中学校に通う小2・小5・中2生をもつ保護者6,831人が回答） 



子どもの将来に期待すること 

11 
（出典）ベネッセ教育研究開発センター「学校教育に対する保護者の意識調査」2012ダイジェスト（2013年4月） 
 （自記式調査：53校の公立小中学校に通う小2・小5・中2生をもつ保護者6,831人が回答） 
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高等教育の効果と世代間の所得格差連鎖の水準
（国際比較） 

（出典） Miles Corak (2013) Income Inequality, Equality of Opportunity, and Intergenerational Mobility (IZA (Institute for the Study of Labor) 
discussion paper 7520) （マイルズ・コラク（オタワ大学教授）（2013）「所得格差・機会均等・世代間流動性」（IZAディスカッ
ションペーパー7520号）） 
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1990年 

学習塾等の利用状況 

13 （出典） ベネッセ教育総合研究所「学習基本調査」（第1回・第4回） 

小学生 中学生 高校生 

2006年 

放課後や休日に、学
習塾や予備校へ行っ
ていますか 

週に何日行っていま
すか 

どんな学習塾（予備
校）ですか 

45.8 50.5 3.7 12.7  85.0 2.3 

36.5 48.4 15.2 放課後や休日に、学
習塾や予備校へ行っ
ていますか 

週に何日行っていま
すか 

どんな学習塾（予備
校）ですか 

42.7 47.4 9.9 25.3 64.9 9.8 

行っていない 60.2 

行っている 33.9 無回答・不明 5.8 

2日 41.0 

1日 12.3 3日 21.1 4日以上 21.6 
無回答・不明 3.9 

11.0 44.4 30.0 12.3 
2.2 

28.3 48.0 13.4 6.7 
3.5 

12.9 52.9 22.5 9.0 
2.7 

17.7 40.4 23.2 15.9 
2.7 

25.9 38.8 18.2 14.3 
2.7 

学校の勉強がわかる
ようになるための学
習塾 54.6 

受験のための進学塾 
32.9 

無回答・
不明 3.8 

その他 8.7 
60.3 29.4 7.2 

3.1 
44.5 44.9 6.7 

3.9 

41.6 39.1 16.1 
3.1 

59.2 28.2 10.0 
2.7 

40.1 49.2 8.3 
2.4 



15歳生徒1人当たりのコンピュータ数 

（出典） OECD (2011), PISA 2009 Results: Students On Line: Digital Technologies and Performance (Volume VI) 14 
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「１人１台タブレット」「反転授業」ＩＣＴ利活用教育推進へ準備／武雄市教委

（２０１３．１１．６「 ＩＣＴ教育ニュース」より）

● 武雄市では、授業への意欲向上を目的として、２０１４年４月には小学生全員に、１５年春には中学

生全員にタブレット端末（計４２００台）を配り、タブレット端末を使った授業を始める。

● そこでは、「反転授業」も取り入れて、授業を行う方針。

（※）反転授業とは、これまで学校の授業で教えてきた内容について家で予習を行い、学校の授業で、予習

してきた内容を生かして、協働的な学習や問題に取り組む方法。米国で数年前から広がった。

● 代田教育監（元杉並区和田中学校長）によれば、「反転授業」のメリットについて、

① 児童・生徒の知識習得の効率が上がる

② 教員が児童・生徒の理解度を正確に把握できる（落ちこぼれを作らない）

③ 話し合い、教え合う活動が増えることで、コミュニケーション能力が身に着く

（教員は「一斉授業で教え込む人」から「子供とともに考え、議論をリード・修正しつつ見守る人」に）

⇒教員も交えた児童・生徒同士の「協働的問題解決」で、学校現場が変わっていく可能性。

武雄市のＩＣＴ利活用教育の目的は、「分かる授業の実施」と「情報化による校務の効率化」の２つ。

武雄市では、２０１１年度から「先進的ＩＣＴ利活用教育推進事業」を行っており、電子黒板をはじめ

ＩＣＴ教材の配備を推進。

（※）現在、電子黒板の整備率は、市内１６小中学校に対して約５０％（学級レベル）で、２０１３年度末には

約８０％に達する見込み。

15 



我が国の公財政教育支出と子どもの数 
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OECD 2012「PISAを教訓とした日本への提言」 
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＊ PISA (Programme for International Student 
Assessment):  
生徒の学習到達度調査（OECDが実施） 


